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197 個人住民税 0100333 岡山市 33100 指定都市 ②：要件変更 ①：新規意見

租税条約に係る減免・租税条約非課税を管理（設定・保持・修

正）し、一部減免又は税額が発生しないようにできること。

なお、租税条約に特化した管理とせず、他の減免と同様の汎用

的な管理でも可とする。

ただし、汎用的な管理とする場合は租税条約の適用による減免

であることを判別でき、対象者の抽出もできること。

租税条約に係る減免・租税条約非課税を管理（設定・保持・修

正）し、個人住民税のみ（森林環境税は適用対象外）で一部減

免又は税額が発生しないようにできること。

なお、租税条約に特化した管理とせず、他の減免と同様の汎用

的な管理でも可とする。

ただし、汎用的な管理とする場合は租税条約の適用による減免

であることを判別でき、対象者の抽出もできること。

個人住民税は租税条約の対象税目であるが、森林環境税は租税

条約を適用する旨の直接の規定は無く、非課税・免除対象では

ない旨のQ&Aが出ており、租税条約において、それぞれの税

目で異なる非課税・免除の取扱いをする必要があるため

●租税条約課税処理

租税条約対象者について、個人住民税のみを非課税・免除と

し、森林環境税を対象外とする自動処理が行われる。

報告 より明瞭な表記とするため、頂戴した意見のとおりに機能
要件を修正します。

0 0 0

記載の通りに修正します。

200 個人住民税 0100254 岡山市 33100 指定都市 ②：要件変更 ①：新規意見

総務省形式のCSVレイアウトの他団体からの回送データを取り

込み、給与支払報告書又は公的年金等支払報告書の形式で出力

できること。

総務省形式のCSVレイアウトの他団体からの回送データを取り

込み、給与支払報告書、公的年金等支払報告書又は住民税申告

書の形式で出力できること。

住民税申告の電子化及び他団体に回送するデータの作成機能

（ID:0100736）により、他団体から回送されたデータの取り

込み対象は、給与支払報告書、公的年金等支払報告書だけでな

く、住民税申告書にも拡大されるため、既存の帳票である給与

支払報告書及び公的年金等支払報告書と同様に住民税申告書も

対応されるべきである。

●住民税申告電子化対応（回送関係）

給与支払報告書等と同様に住民税申告書においても、他団体

から回送されるデータの取り込みが行われ、課税資料として

登録できる。

報告

他団体から回送されたデータの取込対象として今後予定
している住民税申告書の電子化により、住民税申告書も
含まれる運用に変わることから、頂戴した意見のとおりに
機能要件を修正します。

0 0 0

記載の通りに修正します。

質問

不納欠損の情報を収納から賦課側へ連携すべきとの意
見が事業者より寄せられておりますが、個人住民税におい
て不納欠損情報が連携されることは必要でしょうか。必要
に応じ収納管理システムを参照することでも対応可能かと
考えますが、現行システムでの連携機能の有無含め必要
性についてご教示ください。

不要

現行システム
は、収納管
理システムを
参照できるた
め、連携は
不要です。

不要

不能欠損の
情報につい
て、都度収
納側に確認
しているた
め。

必要

賦課業務において必ずしも必要なものではないが、万が
一不納欠損該当者の賦課処理等を行う必要が生じた
際、不納欠損該当者であることを賦課側と収納側の双
方が把握しないままに賦課処理等を行った場合の収納
側での調定処理への影響が不明なため。
現行システムでは不納欠損情報が連携されており賦課
画面上で確認できるため、収納側と情報共有しながら処
理を進めることができる。

その他 あまり必要な
事例が思い
浮かばない。
どういった状
況で連携が
必要か知りた
い

不要 現行システム
には不能欠
損の情報を
連携する機
能はなく、現
時点では必
要性もありま
せん。

不要 納税通知書返礼調査の際収納側の職員で何らか
の動きがある程度のことを参照したりできれば通常期
の業務は成り立つので収納管理システムで見ることが
できればよい。また、決算時は財務会計上不能欠損
の調定が上がってくるが現年の不能欠損は少ないた
め、収納側の担当者と連絡を取り合えば成立すると
思うので不要かと思う。

不要 必要に応じて、収納管理情報
を参照できるため、不能欠損
情報の連携は不要であると考
えている。

不要 現行システム
での連携機
能はなし。
特に必要性
もなし。

不要 連携されるの
であれば便
利かとは思い
ますが、あまり
必要性は感
じないので、
オプションで
充分と思いま
す。

不要 現行システム
での連携機
能はありませ
ん。

その他 市町村の税実務に関する事項のため、
制度所管省庁において適切にご判断
いただければと思いますが、他税目との
横並びでの調整が必要と考えます

その他 el-taxに影
響がなく、回
答する立場
にない、という
認識でおりま
す。

その他 意見無し

1 8 4

収納システムにて確認できれば充足す
るとの意見が大半だったことから、本機
能要件は要件化しないこととします。
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